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重要イベント① パウエル新FRB議長就任  

米国では2月3日にイエレンFRB（米連邦準備制度理事会）議長が退任し、パウエルFRB理事が新議長に就任
します。パウエル新議長は基本的にイエレン議長の金融政策の方針を大きく変更しないだろうと見られていますが、2
月中に行なわれる可能性のある議会証言などの場で、米国の景気・物価動向、金融政策などについてどのような見
解を示すかが注目されます。 

重要イベント② 米国の予算審議 
1月22日に米国議会上下両院は2月8日までのつなぎ予算を可決し、前回のつなぎ予算の期限切れで生じた一部
政府機関の閉鎖は3日間で収束し、大きな影響は生じなかった模様です。しかし、子供時代に親に連れられ米国に
不法入国した移民の強制送還を行なわないとする法制や、トランプ大統領が公約にするメキシコ国境の壁建設など
に関して与野党の対立は続いており、予算審議が難航すると再び混乱が生じる懸念もあります。 

重要イベント③ 日本の物価動向 
1月26日発表の12月の消費者物価指数によれば、日本の消費者物価指数は、エネルギー・生鮮食品価格の上
昇を主導に緩やかに上昇しているものの、他の財・サービスの価格への波及は鈍いようです。日本銀行の金融政策
の行方を巡り、2月23日発表の1月の消費者物価指数など、日本の物価動向が引き続き注目されます。 
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 上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表日は変更される可能性があります。 
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成 

予定

2日(金) 米国 雇用統計（1月）

3日(土) 米国 イエレンFRB議長退任

8日(木) 中国 貿易収支（1月）

8日(木) 米国 つなぎ予算期限

12日頃 中国 マネーサプライ、社会資金調達金額（1月）

14日(水) 日本 10-12月期GDP（1次速報値）

14日(水) 米国 消費者物価指数、小売売上高（1月）

15～21日 中国 春節（旧正月休暇）

23日(金) 日本 消費者物価指数（1月）

28日(水) 日本 鉱工業生産指数、新設住宅着工戸数（1月）

28日(水) ユーロ圏 消費者物価指数（2月、速報値）

28日(水) 米国 10-12月期GDP（改定値）

2月中 米国 大統領予算教書発表

国・地域
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○野村アセットマネジメントHP（http://www.nomura-am.co.jp/）からは、 

 ホーム画面 ＞ マーケット情報 ＞ マーケットコメント 

 とクリックしていただくことで、アクセスできます。 

 こちらのページからは、過去のマーケットコメントもご覧いただけます。 
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